
限度額を超えた随意契約情報一覧表 部局名：長崎振興局 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

1 長崎振興局
管理部
総務課

H23.4.1 燃料類売買単価契約

・ガソリン
       142円/㍑
・軽油
        122円/㍑
           （税別）

長崎市元船町2番8号
長崎県石油協同組合
理事長　馬渡　迪裕

平成21年度の地方機関再編により、当振興局は分庁舎方式として業務を遂行
しており、公用車を保有する部署が、５機関（５地区）に分かれている。給油につ
いて、５機関周辺のガソリンスタンドでなければ、利便性・安全性は図れない。１
業者で５機関周辺にガソリンスタンドを配置し、広範囲に給油出来るのは、長崎
県下に５００もの給油所をもつ長崎県石油協同組合以外になかったため。

第１６７条の２
第１項　第２号

2 長崎振興局
建設部
道路建設課

H23.4.4
２３起単改１０１－１
主要地方道野母崎宿線道路改良工事
（監督補助業務委託）

13,104,000
大村市池田２－１３１１－３
財団法人長崎県建設技術研究センター
理事長　中村　正

　当業務は、工事の施工状況や工事請負者から提出された承諾願い等につい
て、設計図書と照合を行い、その結果を監督職員に正確に報告するものであ
り、報告に虚偽や誤脱があった場合は、監督職員による判断や工事成績の評
定に大きな影響を与える業務である。
　また、各工事請負者が保有する施工ノウハウの情報管理（他の建設業者へ
の情報漏えい防止）も必要である。
　このため、建設業者より資金面や人事面等で直接的な影響を受けず、当該業
務の経験も豊富な財団法人長崎県建設技術研究センターを、契約の相手方と
して特定した。

第１６７条の２
第１項　第２号

3 長崎振興局
建設部
道路建設課

H23.4.26
２３起単改１０２－１
一般県道深堀三和線道路改良工事
（監督補助業務委託）

12,012,000
大村市池田２－１３１１－３
財団法人長崎県建設技術研究センター
理事長　中村　正

　当業務は、工事の施工状況や工事請負者から提出された承諾願い等につい
て、設計図書と照合を行い、その結果を監督職員に正確に報告するものであ
り、報告に虚偽や誤脱があった場合は、監督職員による判断や工事成績の評
定に大きな影響を与える業務である。
　また、各工事請負者が保有する施工ノウハウの情報管理（他の建設業者へ
の情報漏えい防止）も必要である。
　このため、建設業者より資金面や人事面等で直接的な影響を受けず、当該業
務の経験も豊富な財団法人長崎県建設技術研究センターを、契約の相手方と
して特定した。

第１６７条の２
第１項　第２号

4 長崎振興局
建設部
道路建設課

H23.6.17
２３起単改第１０２－１０号
長崎振興局建設部積算技術業務委託

10,941,000
大村市池田２－１３１１－３
財団法人長崎県建設技術研究センター
理事長　中村　正

　当業務は、予定価格算出の基礎となる設計書を作成するものであり、入札参
加者等への情報漏えい防止が必要であるとともに、設計書作成に使用する県
の積算システム（プログラム及びデータ）の流出防止も必要である。
このため、建設業者より資金面は人事面等で直接的な影響を受けず、当該業
務の経験も豊富な財団法人長崎県建設技術研究センターを、契約の相手方と
して特定した。

第１６７条の２
第１項　第２号

5 長崎振興局
建設部
道路維持課

H23.4.1
２３長道維３ 主要地方道
長崎南環状線交通管理業務委託

7,961,100
長崎市元船町１７－１
長崎県道路公社
理事長　村井　禎美

　主要地方道長崎南環状線の14.3km（ﾗﾝﾌﾟ延長5.1kmを含む）の内、有料区間
を除く12.4kmの交通管理を行うものである。当区間は、高度な管理が必要であ
るながさき女神大橋を含む自動車専用道路と同等の管理が必要である。
　・ながさき女神大橋道路の道路情報板及び大浜トンネル・唐八景トンネル警
報板、非常電話受付がながさき出島道路管理事務所で一体的に管理操作され
ている。
　・長崎県道路公社が出島道路管理とながさき女神大橋の有料区間を管理操
作している。
よって、ながさき女神大橋を管理する長崎県道路公社と契約するものである。

第１６７条の２
第１項　第２号

6 長崎振興局
建設部
道路維持課

H23.5.13
２３単起舗補１０１－１
一般県道長崎式見港線舗装補修工事（九電
自治体管路設置工事）

1,337,028
長崎市城山町3-19
九州電力株式会社長崎営業所
所長　東　誠二

　当箇所は長崎県と九州電力株式会社長崎営業所が自治体管路方式に関す
る個別協定書（平成13年1月31日締結）に基づき電線地中化を行っている区域
である。新規電力供給の申込みがあったため、新たに引込管路の敷設が必要
となり、自治体管路方式に関する細目協定書（平成5年3月30日締結）の第5章
第19条に基づき、九州電力株式会社長崎営業所に委託工事を依頼するもので
ある。
　この委託は、細目協定書に基づき行われるものであり、契約の性質又は目的
が競争入札に適さず、相手方も特定できるため。

第１６７条の２
第１項　第２号

7 長崎振興局
建設部
道路維持課

H23.6.22
２３単起舗補第１０１－４号
一般県道長崎式見港線舗装補修工事（ＮＴＴ
自治体管路設置工事）委託

1,554,000

福岡市博多区東比恵2-3-7
エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社九州
支店
支店長　山本　隆宣

当箇所は長崎県と西日本電信電話株式会社長崎支店が自治体管路方式によ
る地中化工事に関する個別協定書（平成１１年１１月４日締結）に基づき電線地
中化を行っている区域である。新規通信回線の申込みがあったため、新たに引
込管路の敷設が必要となり、自治体管路方式に関する基本協定書（平成１１年
１０月１日締結）の第５条に基づき、ｴﾇ・ﾃｲ・ﾃｲ・ｲﾝﾌﾗﾈｯﾄ株式会社九州支店に
委託工事を依頼するものである。
　今回の検討事項
　この委託は、基本協定書に基づき行われるものであり、契約の性質又は目的
が競争入札に適さず、相手方も特定できるため。

第１６７条の２
第１項　第２号

平成２３年度

※随意契約の限度額（予定価格）①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約情報一覧表 部局名：長崎振興局 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
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地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度

8 長崎振興局
建設部
道路維持課

H23.6.17
２３長道景第１１号
一般国道２０６号他５線道路除草業務委託

4,671,000
長崎市岡町2-13
社団法人　長崎市シルバー人材センター
理事長　中嶋　隆範

当委託は長崎市琴海地区内の国道及び県道（一般国道２０６号他５線）の除草
業務であり、施工延長は４３．６５ｋｍ×２回である。「高齢者等の雇用の安定等
に関する法律第４１条第２項」の規定により知事の許可を受けた公益法人であ
ることから、定年退職者等高齢者への就業の機会を促し、地域社会の福祉の
増進を図る目的から当該業務を（社）長崎市シルバー人材センターへ委託する
ものである。

第１６７条の２
第１項　第２号

9 長崎振興局
建設部
道路維持課

H23.7.1
２３単起災防第１１０－２号
一般県道樺島港脇岬線橋梁補修工事（監督
補助業務委託）

11,529,000
大村市池田２－１３１１－３
財団法人長崎県建設技術研究センター
理事長　中村　正

　当業務は、工事の施工状況や工事請負者から提出された承諾願い等につい
て、設計図書と照合を行い、その結果を監督職員に正確に報告するものであ
り、報告に虚偽や誤脱があった場合は、監督職員による判断や工事成績の評
定に大きな影響を与える業務である。
　また、各工事請負者が保有する施工ノウハウの情報管理（他の建設業者へ
の情報漏えい防止）も必要である。
　このため、建設業者より資金面や人事面等で直接的な影響を受けず、当該業
務の経験も豊富な財団法人長崎県建設技術研究センターを、契約の相手方と
して特定した。

第１６７条の２
第１項　第２号

10 長崎振興局
建設部
道路維持課

H23.7.1
２３単起災防第１０６－２号
一般国道２０２号橋梁補修工事（監督補助業
務委託）

11,529,000
大村市池田２－１３１１－３
財団法人長崎県建設技術研究センター
理事長　中村　正

　当業務は、工事の施工状況や工事請負者から提出された承諾願い等につい
て、設計図書と照合を行い、その結果を監督職員に正確に報告するものであ
り、報告に虚偽や誤脱があった場合は、監督職員による判断や工事成績の評
定に大きな影響を与える業務である。
　また、各工事請負者が保有する施工ノウハウの情報管理（他の建設業者へ
の情報漏えい防止）も必要である。
　このため、建設業者より資金面や人事面等で直接的な影響を受けず、当該業
務の経験も豊富な財団法人長崎県建設技術研究センターを、契約の相手方と
して特定した。

第１６７条の２
第１項　第２号

11 長崎振興局
建設部
道路維持課

H23.9.28
２３単舗補第１０４－１号
一般国道４９９号（長崎市民病院前交差点）
電車軌道敷舗装補修工事

31,522,000
長崎市大橋町４－５
長崎電気軌道株式会社
代表取締役社長　松本　容治

　本工事は、一般国道４９９号（長崎市出島町）長崎市民病院前交差点内にお
いて、長崎電気軌道敷と交差する箇所の舗装補修工事である。
　昭和３６年９月２日付け、道発第３５１号「軌道敷の修繕等の取り扱いについ
て」の第１条第１項の規定に基づき、軌道敷内の舗装補修工事を実施するもの
である。
　平成５年１月１２日付け、建設省経建発第１号「建設工事公衆災害防止対策
要綱について」の第４章「軌道等の保全」に基づき軌道経営者に委託するもの
である。
　そのため、長崎県土木部道路維持課は、平成２３年８月１７日付けで、軌道管
理者である長崎県軌道株式会社と基本協定を結び軌道敷の補修の施工を委
託することが出来る。
　同様に長崎振興局においても、平成２３年度は、基本協定にもとづき軌道管
理者に工事費を算定させ、施工の委託を行う。

第１６７条の２
第１項　第２号

12 長崎振興局
建設部
道路維持課

H23.12.15
一般県道長与大橋町線電線共同溝整備工
事（通信系引込管路）

1,309,350

福岡市博多区東比恵２－３－７
エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社九州
支店
支店長　山本　隆宣

本工事は新電線類地中化計画により電線共同溝を整備している区間であり、
利用者個々への電線管路の布設のうち官地部を施工するものである。（官地部
は電線管理者が施工する。）
　新電線類地中化計画においては、引込管路は官地部・民地部一体の工事で
あるため、施工管理および路面の掘り返しを極力減らす目的から官地部の工
事を電線管理者に委託契約できることとなっている。（電線共同溝マニュアル）

　そのため、長崎県土木部道路維持課は、平成１９年　２月に、電線管理者であ
る、西日本電信電話株式会社と基本協定を結び引込管路工事の施工を委託し
ている。
　同様に長崎振興局においても、平成２１年度は、基本協定にもとづき電線管
理者に工事費を算定させ、施工を委託している。

　今回の検討事項
　前回同様、この電線共同溝の引込管路工事の委託は、本庁道路維持課の承
認も得て、施工管理の円滑化および路面の掘り返しの防止を目的として協定書
に基づき行われるものであり、契約の性質又は目的が競争入札に適さず、相
手方も特定できるため。

第１６７条の２
第１項　第２号

※随意契約の限度額（予定価格）①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約情報一覧表 部局名：長崎振興局 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度

13 長崎振興局
建設部
河川防災課

H23.6.8
２３長急第９－１号
金堀(5)地区急傾斜地崩壊対策工事（分筆登
記業務委託）

1,881,600

長崎市五島町８－７
（社）長崎県公共嘱託登記
土地家屋調査士協会
理事長　柴田　盛義

①公共嘱託登記土地家屋調査士協会は、土地家屋調査士法第６３条で官公署
等の公共の利益となる事業を行う者による不動産の表示に関する登記に必要
な調査若しくは測量又はその登記の嘱託若しくは申請の適正かつ迅速な実施
に寄与することを目的として設立された県内唯一の社団法人である。
②契約の相手方としては、公嘱協会１者であるが、委託業務は地域や業務内
容により最も適当と認められる者を公嘱協会が社員の中から選任し、あたらせ
ることとなっているため、業務の確実な履行が期待できる。
③委託料は、中央用地対策連絡協議会が定めた基準（案）を基に、「嘱託登記
事務委託取扱要領」第１０条第１項による基本協定書で、業務ごとに単価を定
め、その積み上げにより支払う方法で、実際、現地に入り、確認しなければポイ
ント等の正確な把握が困難な業務のため、業務の結果により必要なものを積
み上げにより支払うこの方法は、理に適っている。また、単価は実勢価格の８割
程度に設定されており、競争入札と比較しても不経済とは言えない。
④以上により、相手方が１者に特定され、その性質又は目的が競争入札に適し
ないため、引き続き１者随意契約を行う。

第１６７条の２
第１項　第２号

14 長崎振興局
建設部
河川防災課

H23.6.28
東立神(5)地区急傾斜地崩壊対策工事（分筆
登記業務委託）

1,113,000

長崎市五島町８－７
（社）長崎県公共嘱託登記
土地家屋調査士協会
理事長　柴田　盛義

①公共嘱託登記土地家屋調査士協会は、土地家屋調査士法第６３条で官公署
等の公共の利益となる事業を行う者による不動産の表示に関する登記に必要
な調査若しくは測量又はその登記の嘱託若しくは申請の適正かつ迅速な実施
に寄与することを目的として設立された県内唯一の社団法人である。
②契約の相手方としては、公嘱協会１者であるが、委託業務は地域や業務内
容により最も適当と認められる者を公嘱協会が社員の中から選任し、あたらせ
ることとなっているため、業務の確実な履行が期待できる。
③委託料は、中央用地対策連絡協議会が定めた基準（案）を基に、「嘱託登記
事務委託取扱要領」第１０条第１項による基本協定書で、業務ごとに単価を定
め、その積み上げにより支払う方法で、実際、現地に入り、確認しなければポイ
ント等の正確な把握が困難な業務のため、業務の結果により必要なものを積
み上げにより支払うこの方法は、理に適っている。また、単価は実勢価格の８割
程度に設定されており、競争入札と比較しても不経済とは言えない。
④以上により、相手方が１者に特定され、その性質又は目的が競争入札に適し
ないため、引き続き１者随意契約を行う。

第１６７条の２
第１項　第２号

15 長崎振興局
建設部
河川防災課

H23.6.28
２３長急第７－２号
田中(２)地区急傾斜地崩壊対策工事（分筆
登記業務委託）

3,362,100

長崎市五島町８－７
（社）長崎県公共嘱託登記
土地家屋調査士協会
理事長　柴田　盛義

①公共嘱託登記土地家屋調査士協会は、土地家屋調査士法第６３条で官公署
等の公共の利益となる事業を行う者による不動産の表示に関する登記に必要
な調査若しくは測量又はその登記の嘱託若しくは申請の適正かつ迅速な実施
に寄与することを目的として設立された県内唯一の社団法人である。
②契約の相手方としては、公嘱協会１者であるが、委託業務は地域や業務内
容により最も適当と認められる者を公嘱協会が社員の中から選任し、あたらせ
ることとなっているため、業務の確実な履行が期待できる。
③委託料は、中央用地対策連絡協議会が定めた基準（案）を基に、「嘱託登記
事務委託取扱要領」第１０条第１項による基本協定書で、業務ごとに単価を定
め、その積み上げにより支払う方法で、実際、現地に入り、確認しなければポイ
ント等の正確な把握が困難な業務のため、業務の結果により必要なものを積
み上げにより支払うこの方法は、理に適っている。また、単価は実勢価格の８割
程度に設定されており、競争入札と比較しても不経済とは言えない。
④以上により、相手方が１者に特定され、その性質又は目的が競争入札に適し
ないため、引き続き１者随意契約を行う。

第１６７条の２
第１項　第２号

※随意契約の限度額（予定価格）①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約情報一覧表 部局名：長崎振興局 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度

16 長崎振興局
建設部
河川防災課

H23.7.25
２３長急第６－２号
真浦(1)地区急傾斜地崩壊対策工事（分筆登
記業務委託）

2,043,300

長崎市五島町８－７
（社）長崎県公共嘱託登記
土地家屋調査士協会
理事長　柴田　盛義

①公共嘱託登記土地家屋調査士協会は、土地家屋調査士法第６３条で官公署
等の公共の利益となる事業を行う者による不動産の表示に関する登記に必要
な調査若しくは測量又はその登記の嘱託若しくは申請の適正かつ迅速な実施
に寄与することを目的として設立された県内唯一の社団法人である。
②契約の相手方としては、公嘱協会１者であるが、委託業務は地域や業務内
容により最も適当と認められる者を公嘱協会が社員の中から選任し、あたらせ
ることとなっているため、業務の確実な履行が期待できる。
③委託料は、中央用地対策連絡協議会が定めた基準（案）を基に、「嘱託登記
事務委託取扱要領」第１０条第１項による基本協定書で、業務ごとに単価を定
め、その積み上げにより支払う方法で、実際、現地に入り、確認しなければポイ
ント等の正確な把握が困難な業務のため、業務の結果により必要なものを積
み上げにより支払うこの方法は、理に適っている。また、単価は実勢価格の８割
程度に設定されており、競争入札と比較しても不経済とは言えない。
④以上により、相手方が１者に特定され、その性質又は目的が競争入札に適し
ないため、引き続き１者随意契約を行う。

第１６７条の２
第１項　第２号

17 長崎振興局
建設部
河川防災課

H23.8.30
２３長急第１３－３号
小ヶ倉１丁目(４)地区急傾斜地崩壊対策工
事（分筆登記業務委託）

2,256,450

長崎市五島町８－７
（社）長崎県公共嘱託登記
土地家屋調査士協会
理事長　柴田　盛義

①公共嘱託登記土地家屋調査士協会は、土地家屋調査士法第６３条で官公署
等の公共の利益となる事業を行う者による不動産の表示に関する登記に必要
な調査若しくは測量又はその登記の嘱託若しくは申請の適正かつ迅速な実施
に寄与することを目的として設立された県内唯一の社団法人である。
②契約の相手方としては、公嘱協会１者であるが、委託業務は地域や業務内
容により最も適当と認められる者を公嘱協会が社員の中から選任し、あたらせ
ることとなっているため、業務の確実な履行が期待できる。
③委託料は、中央用地対策連絡協議会が定めた基準（案）を基に、「嘱託登記
事務委託取扱要領」第１０条第１項による基本協定書で、業務ごとに単価を定
め、その積み上げにより支払う方法で、実際、現地に入り、確認しなければポイ
ント等の正確な把握が困難な業務のため、業務の結果により必要なものを積
み上げにより支払うこの方法は、理に適っている。また、単価は実勢価格の８割
程度に設定されており、競争入札と比較しても不経済とは言えない。
④以上により、相手方が１者に特定され、その性質又は目的が競争入札に適し
ないため、引き続き１者随意契約を行う。

第１６７条の２
第１項　第２号

18 長崎振興局
建設部
河川防災課

H23.9.7
平間(9)地区急傾斜地崩壊対策工事（分筆登
記業務委託）

3,339,000

長崎市五島町８－７
（社）長崎県公共嘱託登記
土地家屋調査士協会
理事長　柴田　盛義

①公共嘱託登記土地家屋調査士協会は、土地家屋調査士法第６３条で官公署
等の公共の利益となる事業を行う者による不動産の表示に関する登記に必要
な調査若しくは測量又はその登記の嘱託若しくは申請の適正かつ迅速な実施
に寄与することを目的として設立された県内唯一の社団法人である。
②契約の相手方としては、公嘱協会１者であるが、委託業務は地域や業務内
容により最も適当と認められる者を公嘱協会が社員の中から選任し、あたらせ
ることとなっているため、業務の確実な履行が期待できる。
③委託料は、中央用地対策連絡協議会が定めた基準（案）を基に、「嘱託登記
事務委託取扱要領」第１０条第１項による基本協定書で、業務ごとに単価を定
め、その積み上げにより支払う方法で、実際、現地に入り、確認しなければポイ
ント等の正確な把握が困難な業務のため、業務の結果により必要なものを積
み上げにより支払うこの方法は、理に適っている。また、単価は実勢価格の８割
程度に設定されており、競争入札と比較しても不経済とは言えない。
④以上により、相手方が１者に特定され、その性質又は目的が競争入札に適し
ないため、引き続き１者随意契約を行う。

第１６７条の２
第１項　第２号

※随意契約の限度額（予定価格）①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約情報一覧表 部局名：長崎振興局 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度

19 長崎振興局
建設部
河川防災課

H23.11.17
２３長急調第５号
平間唐梅地区急傾斜調査業務委託（分筆登
記業務委託）

3,503,850

長崎市五島町８－７
（社）長崎県公共嘱託登記
土地家屋調査士協会
理事長　柴田　盛義

①公共嘱託登記土地家屋調査士協会は、土地家屋調査士法第６３条で官公署
等の公共の利益となる事業を行う者による不動産の表示に関する登記に必要
な調査若しくは測量又はその登記の嘱託若しくは申請の適正かつ迅速な実施
に寄与することを目的として設立された県内唯一の社団法人である。
②契約の相手方としては、公嘱協会１者であるが、委託業務は地域や業務内
容により最も適当と認められる者を公嘱協会が社員の中から選任し、あたらせ
ることとなっているため、業務の確実な履行が期待できる。
③委託料は、中央用地対策連絡協議会が定めた基準（案）を基に、「嘱託登記
事務委託取扱要領」第１０条第１項による基本協定書で、業務ごとに単価を定
め、その積み上げにより支払う方法で、実際、現地に入り、確認しなければポイ
ント等の正確な把握が困難な業務のため、業務の結果により必要なものを積
み上げにより支払うこの方法は、理に適っている。また、単価は実勢価格の８割
程度に設定されており、競争入札と比較しても不経済とは言えない。
④以上により、相手方が１者に特定され、その性質又は目的が競争入札に適し
ないため、引き続き１者随意契約を行う。

第１６７条の２
第１項　第２号

20 長崎振興局
建設部
河川防災課

H23.12.16
２３長急第１２－２号
戸石毛屋(１)地区急傾斜地崩壊対策工事
（分筆登記業務委託）

1,336,650

長崎市五島町８－７
（社）長崎県公共嘱託登記
土地家屋調査士協会
理事長　柴田　盛義

①公共嘱託登記土地家屋調査士協会は、土地家屋調査士法第６３条で官公署
等の公共の利益となる事業を行う者による不動産の表示に関する登記に必要
な調査若しくは測量又はその登記の嘱託若しくは申請の適正かつ迅速な実施
に寄与することを目的として設立された県内唯一の社団法人である。
②契約の相手方としては、公嘱協会１者であるが、委託業務は地域や業務内
容により最も適当と認められる者を公嘱協会が社員の中から選任し、あたらせ
ることとなっているため、業務の確実な履行が期待できる。
③委託料は、中央用地対策連絡協議会が定めた基準（案）を基に、「嘱託登記
事務委託取扱要領」第１０条第１項による基本協定書で、業務ごとに単価を定
め、その積み上げにより支払う方法で、実際、現地に入り、確認しなければポイ
ント等の正確な把握が困難な業務のため、業務の結果により必要なものを積
み上げにより支払うこの方法は、理に適っている。また、単価は実勢価格の８割
程度に設定されており、競争入札と比較しても不経済とは言えない。
④以上により、相手方が１者に特定され、その性質又は目的が競争入札に適し
ないため、引き続き１者随意契約を行う。

第１６７条の２
第１項　第２号

21 長崎振興局
建設部
ダム室

H23.4.1
２３長ダム管第１号
長崎振興局管内ダム管理補助業務委託

12,915,000

諫早市栄田町２－１
特定非営利活動法人
長崎県治水砂防ボランティア協会
理事長　瓜生　宣憲

一般競争入札を行ったが、再度入札においても落札者がなかったため、最低入
札者と随意契約を行うことになったもの。

第１６７条の２
第１項　第８号

※随意契約の限度額（予定価格）①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約情報一覧表 部局名：長崎振興局 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度

22 長崎振興局
建設部
ダム室

H23.4.25
23浦ダム調１
浦上ダム資料作成業務委託

1,995,000
大村市池田２－１３１１－３
財団法人長崎県建設技術研究センター
理事長　中村　正

　本業務は、浦上ダム計画について検証するために設けられた「地方公共団体
からなる検討の場」（以下「検討の場」という）の事務運営等に用いる資料の作
成及びとりまとめ等を行うにあたり、迅速な対応が要求されることから、長崎県
の土木行政を熟知、精通した行政代行として信頼がおける機関が実施する必
要がある。
　随意契約の対象者として検討をしている「（財）長崎県建設技術研究センター」
は、長崎県が設立した法人で、これまで各土木機関より各種説明会、委員会等
を受託しているなど実績豊富であり、行政経験、業務継続性等から運営事務業
務である本業務の遂行に最も適していると思われる。また、「検討の場」の聴講
者や有識者の個人情報を取り扱うため、公益上の守秘性、精通した行政代行
として信頼がおける機関が実施する必要がある。
　以上のことから、本業務を遂行するため、地方自治法第１６７条の２第１項第
２号を適用し、随意契約とするものである。

第１６７条の２
第１項　第２号

23 長崎振興局
建設部
ダム室

H23.6.14
２３本低ダム第５号
本河内低部ダム建設工事（施工実績分析評
価業務委託）

9,345,000
東京都台東区池之端2-9-7
財団法人  ダム技術センター
理事長　大町　達夫

本業務の内容においては、(財)ﾀﾞﾑ技術ｾﾝﾀｰが卓越した専門知識を有し、公的
立場で、適切な評価や判断を行うことが可能な唯一の機関であると判断し、下
記の事項をすべて満たすことが出来る当機関と随意契約を行うものである。

① 全国のﾀﾞﾑ事業において、設計施工に関して、行政的、専門的な立場で評価
業務を行っており、ﾀﾞﾑ工事が困難な箇所や特殊な地形・地質を有する箇所で、
多数の実績を有している。
② ﾀﾞﾑに関する調査研究を統一的に行っており、本ﾀﾞﾑの有する制約条件や技
術的課題に対して、高い技術力や新技術の適用等により適切な対処が可能で
ある。
③ ﾀﾞﾑ事業（設計・工事等）において、47都道府県の出資により、設立された法
人であることから、公的立場でﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ（発注者支援）することが可能である。

なお、財団法人ﾀﾞﾑ技術ｾﾝﾀｰは、旧建設省が主体となって昭和57年９月、ﾀﾞﾑ
建設を抱える47都道府県の出資により、ﾀﾞﾑの建設技術に特化したｼﾝｸﾀﾝｸとし
て、設立されたものである。行政的な見地による判断が可能であるとともに、実
務経験豊富な技術力、専門知識と施工経験、高度な人的資源を生かして全国
450箇所の補助ﾀﾞﾑのうち、特にﾀﾞﾑ建設が困難とされた約300以上のﾀﾞﾑ建設に
技術提案や技術評価を行った実績がある。
また、ﾀﾞﾑ技術に関する調査研究を統一的に行っており、新技術の提案等高度
な技術的課題に対して適切な対処が可能である。

第１６７条の２
第１項　第２号

24 長崎振興局
建設部
ダム室

H23.9.27
２３本低ダム第１２号
本河内低部ダム建設工事（仮設物賃料）

3,360,000
福岡市博多区博多駅東二丁目１４番１号
前田建設工業株式会社　九州支店
執行役員支店長　角田　敏文

１９本低ダム第３９号本河内低部ダム建設工事（工期：平成２０年３月２５日～平
成２３年３月３１日、施工者：前田・西海・武藤特定建設工事共同企業体）におい
て設置した進入路仮設構台は、当該工事完了後も引き続き利用する必要があ
り、賃料契約で設置している仮設物については、工事後の賃料についても支払
いを行わなければならない。
　「土木工事標準積算基準書（参考資料）平成２３年１月　長崎県土木部」によ
ると、存置した仮設物については、原則として仮設物を設置した請負業者との
随意契約により行うものとしているため、仮設物の設置を行った共同企業体の
内、前田建設工業株式会社との随意契約を行うこととした。

第１６７条の２
第１項　第２号

※随意契約の限度額（予定価格）①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約情報一覧表 部局名：長崎振興局 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度

25 長崎振興局
建設部
ダム室

H24.3.23
２３本低ダム第２５号
本河内低部ダム建設工事（仮設物賃料その
２）

3,360,000
福岡市博多区博多駅東二丁目１４番１号
前田建設工業株式会社　九州支店
執行役員支店長　角田　敏文

１９本低ダム第３９号本河内低部ダム建設工事（工期：平成２０年３月２５日～平
成２３年３月３１日、施工者：前田・西海・武藤特定建設工事共同企業体）におい
て設置した進入路仮設構台は、貯水池内に進入するための唯一の箇所であ
り、当該工事完了後も他の貯水池内工事を行う際の仮設進入路として引き続き
利用する必要があるため、賃料契約で設置している仮設物については、工事後
の賃料についても支払いを行わなければならない。
　平成２４年度に行われる工事が完了後に撤去を行う予定であり、完了時期は
平成２４年９月末の見込みである。
「土木工事標準積算基準書（参考資料）平成２３年１０月　長崎県土木部」によ
ると、存置した仮設物については、原則として仮設物を設置した請負業者との
随意契約を行うものとしているため、仮設物の設置を行った共同企業体の内、
前田建設工業株式会社との随意契約を行うこととした。

第１６７条の２
第１項　第２号

26 長崎振興局
建設部
長与都市開発事業所

H23.4.1
22長振長繰第3-6号
長崎本線高田・道ノ尾間１２５k２１０m付近
高田小学校線跨線橋新設工事

137,359,000

福岡県福岡市博多区博多駅前３丁目２５番
２１号
九州旅客鉄道株式会社
代表取締役社長　唐池　恒二

　本工事は、高田南土地区画整理事業による都市計画道路高田小学校線の
道路整備において、主要地方道長崎多良見線（都・高田線）及びＪＲ長崎本線
を跨ぐ橋梁新設（跨線橋）工事のうち、橋梁下部工（１基）及び上部工（架設工
事）の施工を目的とする。
　本跨線橋はＪＲ長崎本線（旧線）を跨いでおり、橋梁下部工の施工は鉄道の
上空作業や隣接作業となるため、鉄道施設内への立入・列車の運行管理や保
線との調整が不可欠であり、鉄道事業者であるＪＲ九州でしか工事実施が不可
能であり、工事協定により委託するものである。

第１６７条の２
第１項　第２号

27 長崎振興局
建設部
長与都市開発事業所

H23.5.2
２３長振長単保第2号
高田南土地区画整理事業に伴う水道管布設
工事委託

3,090,150
西彼杵郡長与町嬉里郷659-1
長与町
町長　葉山　友昭

完成後の維持管理は、水道法により水道事業の認可を受けている水道事業者
（長与町）が行うことになるとともに、工事は水道事業者（長与町）の技術的な監
督により施工しなければならないため、水道事業者（長与町）へ工事の委託を
行わなければならない。

第１６７条の２
第１項　第２号

28 長崎振興局
建設部
長与都市開発事業所

H23.6.7
２３長振長第２－１号
長崎旧線高田・道ノ尾間１２５ｋ４２０ｍ付近
（左）張出歩道撤去工事委託

43,366,000
長崎市尾上町1-89
九州旅客鉄道株式会社　長崎支社
支社長　江越　善一郎

　本工事は、高田南土地区画整理事業による都市計画道路高田線の道路整
備において、主要地方道長崎多良見線（都・高田線）工事のうち、現在ＪＲ敷地
に張り出した歩道を撤去するものである。
　張出歩道撤去の施工は鉄道の上空作業や隣接作業となるため、鉄道施設内
への立入・列車の運行管理や保線との調整が不可欠であり、鉄道事業者であ
るＪＲ九州でしか工事実施が不可能であり、工事協定により委託するものであ
る。

第１６７条の２
第１項　第２号

29 長崎振興局
建設部
都市計画課

H23.7.12
２２繰都起第５－５５号
浦上川線街路改築工事（仮桟橋撤去）

12,390,000
長崎市八千代町１－１５
株式会社　坂口工業
代表取締役　坂口　正廣

　平成22年度浦上川線街路改築工事（幸町２工区）（工期：平成22年5月1日～
平成22年11月1日、施工者：株式会社　坂口工業）において設置した仮桟橋は、
当該工事完了後も浦上川線街路事業の工事用仮桟橋として引き続き供用して
おり、平成23年8月に撤去を予定している。
　土木工事積算資料（平成22年度版　長崎県土木部）によると、存置した仮設
物の積算については、原則として仮設物を設置した請負業者との随意契約によ
り行うものとしており、仮設物を設置した株式会社　坂口工業と撤去工事に関す
る随意契約を行うこととなる。

第１６７条の２
第１項　第２号

30 長崎振興局
建設部
都市計画課

H23.7.27
２２繰都起第３－１６号
高田線街路改築工事（仮設物撤去工）

7,896,000
西彼杵郡長与町本川内郷１２０－１
株式会社　別所組
代表取締役　別所　栄子

　平成２２年度高田線街路改築工事（１工区）（工期：平成２２年１０月４日～平
成２３年３月３１日、施工者：（株）別所組）において設置した仮設物（仮設防護
柵）は、当該工事完了後も高田線街路改築工事（法面工）（施工者：㈱ウエノ）で
引き続き使用しており、完了するまでの間、賃料を支払うとともに、完了後、撤
去する必要がある。
土木工事標準積算基準書（参考資料）（平成２３年１月　長崎県土木部）による
と、存置した仮設物の積算については、原則として仮設物を設置した請負業者
との随意契約により行うものとしており、仮設物を設置した（株）別所組と賃料及
び撤去に関する随意契約を行うこととなる。

第１６７条の２
第１項　第２号

※随意契約の限度額（予定価格）①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約情報一覧表 部局名：長崎振興局 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度

31 長崎振興局
建設部
都市計画課

H23.10.5
２３都起第３－７号
長崎旧線長与・道ノ尾間１２３km１００m付近
道路改良工事委託

35,828,000
長崎市尾上町１－８９
九州旅客鉄道株式会社長崎支社
支社長　江越　善一郎

　本工事は、都市計画道路　高田線の整備の一環として、L型擁壁の設置を行
うものである。
　工事箇所がJR軌道に隣接し、軌道敷内への立ち入りや列車の運行管理・保
線との調整が不可欠であるため、九州旅客鉄道（株）長崎支社へ工事協定によ
り委託するものである。

第１６７条の２
第１項　第２号

32 長崎振興局
建設部
用地第一課

H23.5.10
一般国道499号道路改良工事に伴う土地鑑
定評価

7,026,600
長崎市築町1-19
長崎総合鑑定株式会社
代表取締役　渡辺　泰輔

①不動産鑑定評価を行うことができる者は、「不動産の鑑定評価に関する法
律」第2条第3項に規定する不動産鑑定業者に限定され、その報酬額は、国の
基準に準拠した「公共事業に係る不動産鑑定報酬基準」（昭和54年7月27日土
木部長通知）により定められている。②不動産鑑定評価額は、公共事業の用地
取得価格を決定するときに最も重視し、用地取得価格が適正であるかどうかを
左右するものであり、より高度の信頼性が求められる。③公共事業の用地取得
価格は、国の公示価格や県の調査価格とも整合する必要がある。④このため、
公示価格や調査価格の鑑定実績があり、さらに鑑定地周辺の土地の鑑定に実
績のある鑑定士あるいは事情に詳しい鑑定士に鑑定させることが、より信頼性
の高い鑑定評価額を得ることができる。⑤不動産鑑定業者（渡辺泰輔不動産
鑑定士）は、公示価格等に鑑定実績があり、今回鑑定を行う長崎市蚊焼町周
辺の事情に詳しく、過去においても鑑定実績があり、より信頼性の高い鑑定評
価額を得ることができる。⑥以上により、その性質及び目的が競争入札に適し
ないため、不動産鑑定業者（渡辺泰輔不動産鑑定士）と随意契約を行う。

第１６７条の２
第１項　第２号

33 長崎振興局
建設部
用地第一課

H23.6.21
一般国道499号道路改良工事地積測量図調
査（分筆登記業務委託）

1,090,950

長崎市五島町８－７
（社）長崎県公共嘱託登記
土地家屋調査士協会
理事長　柴田　盛義

①公共嘱託登記土地家屋調査士協会は、土地家屋調査士法第６３条で官公署
等の公共の利益となる事業を行う者による不動産の表示に関する登記に必要
な調査若しくは測量又はその登記の嘱託若しくは申請の適正かつ迅速な実施
に寄与することを目的として設立された県内唯一の社団法人である。
②契約の相手方としては、公嘱協会１者であるが、委託業務は地域や業務内
容により最も適当と認められる者を公嘱協会が社員の中から選任し、あたらせ
ることとなっているため、業務の確実な履行が期待できる。
③委託料は、中央用地対策連絡協議会が定めた基準（案）を基に、「嘱託登記
事務委託取扱要領」第１０条第１項による基本協定書で、業務ごとに単価を定
め、その積み上げにより支払う方法で、実際、現地に入り、確認しなければポイ
ント等の正確な把握が困難な業務のため、業務の結果により必要なものを積
み上げにより支払うこの方法は、理に適っている。また、単価は実勢価格の８割
程度に設定されており、競争入札と比較しても不経済とは言えない。
④以上により、相手方が１者に特定され、その性質又は目的が競争入札に適し
ないため、引き続き１者随意契約を行う。

第１６７条の２
第１項　第２号

34 長崎振興局
建設部
用地第一課

H23.6.29
一般県道長崎野母崎自転車道線道路維持
工事登記事務委託（地積更正登記及び地積
測量図等作成）

2,696,400

長崎市五島町８－７
（社）長崎県公共嘱託登記
土地家屋調査士協会
理事長　柴田　盛義

①公共嘱託登記土地家屋調査士協会は、土地家屋調査士法第６３条で官公署
等の公共の利益となる事業を行う者による不動産の表示に関する登記に必要
な調査若しくは測量又はその登記の嘱託若しくは申請の適正かつ迅速な実施
に寄与することを目的として設立された県内唯一の社団法人である。
②契約の相手方としては、公嘱協会１者であるが、委託業務は地域や業務内
容により最も適当と認められる者を公嘱協会が社員の中から選任し、あたらせ
ることとなっているため、業務の確実な履行が期待できる。
③委託料は、中央用地対策連絡協議会が定めた基準（案）を基に、「嘱託登記
事務委託取扱要領」第１０条第１項による基本協定書で、業務ごとに単価を定
め、その積み上げにより支払う方法で、実際、現地に入り、確認しなければポイ
ント等の正確な把握が困難な業務のため、業務の結果により必要なものを積
み上げにより支払うこの方法は、理に適っている。また、単価は実勢価格の８割
程度に設定されており、競争入札と比較しても不経済とは言えない。
④以上により、相手方が１者に特定され、その性質又は目的が競争入札に適し
ないため、引き続き１者随意契約を行う。

第１６７条の２
第１項　第２号

※随意契約の限度額（予定価格）①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約情報一覧表 部局名：長崎振興局 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度

35 長崎振興局
建設部
用地第一課

H23.9.2
一般県道長崎野母崎自転車道線過年度未
登記に係る分筆登記事務委託

1,296,750

長崎市五島町８－７
（社）長崎県公共嘱託登記
土地家屋調査士協会
理事長　柴田　盛義

①公共嘱託登記土地家屋調査士協会は、土地家屋調査士法第６３条で官公署
等の公共の利益となる事業を行う者による不動産の表示に関する登記に必要
な調査若しくは測量又はその登記の嘱託若しくは申請の適正かつ迅速な実施
に寄与することを目的として設立された県内唯一の社団法人である。
②契約の相手方としては、公嘱協会１者であるが、委託業務は地域や業務内
容により最も適当と認められる者を公嘱協会が社員の中から選任し、あたらせ
ることとなっているため、業務の確実な履行が期待できる。
③委託料は、中央用地対策連絡協議会が定めた基準（案）を基に、「嘱託登記
事務委託取扱要領」第１０条第１項による基本協定書で、業務ごとに単価を定
め、その積み上げにより支払う方法で、実際、現地に入り、確認しなければポイ
ント等の正確な把握が困難な業務のため、業務の結果により必要なものを積
み上げにより支払うこの方法は、理に適っている。また、単価は実勢価格の８割
程度に設定されており、競争入札と比較しても不経済とは言えない。
④以上により、相手方が１者に特定され、その性質又は目的が競争入札に適し
ないため、引き続き１者随意契約を行う。

第１６７条の２
第１項　第２号

36 長崎振興局
建設部
用地第二課

H23.5.16 猪子平川火山砂防工事に係る不動産鑑定 1,062,600
長崎市上戸石町２１３０－５２
（有）板山不動産鑑定事務所
代表取締役　板山　昌治

①不動産鑑定評価を行うことができる者は、「不動産の鑑定評価に関する法
律」第2条第3項に規定する不動産鑑定業者に限定され、その報酬額は、国の
基準に準拠した「公共事業に係る不動産鑑定報酬基準」（昭和54年7月27日土
木部長通知）により定められている。
②不動産鑑定評価額は、公共事業の用地取得価格を決定するときに最も重視
し、用地取得価格が適正であるかどうかを左右するものであり、より高度の信
頼性が求められる。
③公共事業の用地取得価格は、国の公示価格や県の調査価格とも整合する
必要がある。
④このため、公示価格や調査価格の鑑定実績があり、さらに鑑定地周辺の土
地の鑑定に実績のある鑑定士あるいは事情に詳しい鑑定士に鑑定させること
が、より信頼性の高い鑑定評価額を得ることができる。
⑤板山不動産鑑定事務所（板山鑑定士）は、公示価格等に鑑定実績があり、今
回鑑定を行う長崎市京太郎町周辺の事情に詳しく、過去においても鑑定実績
があり、より信頼性の高い鑑定評価額を得ることができる。
⑥以上により、その性質及び目的が競争入札に適しないため、板山不動産鑑
定事務所（板山鑑定士）と随意契約を行った。

第１６７条の２
第１項　第２号

37 長崎振興局
長崎港湾漁港事務所
港営課

H23.4.1
長崎漁港丸尾町地区
漁港施設管理業務委託

1,014,753
長崎市旭町27-26
株式会社シーマン商会
代表取締役　山下　善治

　丸尾町地区漁港施設の管理については、同地区内に当所監視員詰所がなく
職員による迅速な対応が困難であるため管理業務の一部を委託している。㈱
シーマン商会は、地域の事情や船舶関係の管理に精通し、且つ、区域内にあ
る長崎市の宿泊施設の管理者として２４時間体制で管理を行っており、事故等
が発生した場合に即時対応が可能である。
　地域事情、当該業務に精通し且つ２４時間体制で管理を行える委託先は他に
見あたらないため、１者随意契約とした。

第167条の2
第1項　第2号

※随意契約の限度額（予定価格）①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約情報一覧表 部局名：長崎振興局 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度

38 長崎振興局
長崎港湾漁港事務所
港営課

H23.4.1
長崎港内及び
長崎漁港（三重地区）内海面清掃作業委託

27,117,300
長崎市国分町3-30
長崎清掃協議会
会長　金子 叔司

　港湾関係官署と関係事業所を中心に海面清掃を行う任意団体として設立さ
れた長崎清掃協議会は、公益的な団体であり、一般企業のような利潤を追求し
ないため、比較的安価な価格での委託が可能であるため、１者随意契約とし
た。

第167条の2
第1項　第2号

39 長崎振興局
長崎港湾漁港事務所
港営課

H23.4.1 高島港・港湾緑地管理等業務委託 1,351,000
長崎市桜町２－２２
長崎市
長崎市長　田上　富久

地元のために設置した港湾緑地を地元市に管理委託するものであり、随意契
約相手として適当と判断し、１者随意契約とした。

第167条の2
第1項　第2号

40 長崎振興局
長崎港湾漁港事務所
港営課

H23.4.1
長崎県営常盤駐車場（南側）機器管理業務
委託

1,045,800
福岡県福岡市博多区住吉1-2-25
ｱﾏﾉﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｻｰﾋﾞｽ㈱福岡支店
支店長　加倉　広治

　当該駐車場はNTT回線を使用した機械警備が出来ない場所であるが、ｱﾏﾉﾏ
ﾈｼﾞﾒﾝﾄｻｰﾋﾞｽ㈱はPHSを使用した機械警備を行うことができ、かつ非常・緊急
時にも即時に対応できる体制がとれているため１者随意契約とした。

第167条の2
第1項　第2号

41 長崎振興局
長崎港湾漁港事務所
港営課

H23.4.1
長崎港小ヶ倉柳北埠頭
警備業務委託
単価契約

昼間　@1,250
夜間　@1,700

長崎市北陽町９３４－５
㈱ガードサービス長崎
代表取締役　中村　敕志

　本業務は、隣接する小ヶ倉柳西・南埠頭の常時警備を行う者が一体的に警備
を行うことで最も効率的かつ安価にその目的を達成できるため、指名競争入札
により小ヶ倉柳西・南埠頭警備業務委託の請負者となった㈱ガードサービス長
崎と１者随意契約とした。

第167条の2
第1項　第2号

42 長崎振興局
長崎港湾漁港事務所
港営課

H23.4.1
長崎港保安規程改訂業務（松が枝、出島、
柳西・南、柳北）

10,920,000
東京都港区赤坂３－３－５
社団法人日本港湾協会
会長　三村　明夫

本業務は、国際条約に基づいた港湾における破壊行為に対応する(保安計画
施設計画含む）を改訂するもので非常に特殊な業務である。
また、保安に関する知識以外にも、港湾施設整備や港湾荷役・港湾情報運営
等の港湾全般に対する豊富な知識及び技術を有していることが求められる。
(社)日本港湾協会は保安に関する知識等に加え、これまでに保安規程策定業
務を多数受注しているため、機密情報の取扱いに長けていることから、一者随
意契約とした。

第167条の2
第1項　第2号

43 長崎振興局
長崎港湾漁港事務所
港営課

H23.4.1
長崎港小ヶ倉柳ふ頭荷役機械管理業務委
託

8,233,260
長崎港コンテナターミナル運営協会　会長
安藤和訓

　柳ふ頭はコンテナ荷を扱っており、安全性の確保のためには荷役機械の特殊
性や運転業務の技術力など機械及び現場の状況に精通する必要がある。当
協会はこれまでもこれらの業務に携わっており、不測の緊急対応が万全であ
り、他に同様の者が見あたらないため１者随意契約とした。

第167条の2
第1項　第2号

44 長崎振興局
長崎港湾漁港事務所
漁港課

H23.6.23
長崎振興局長崎港湾漁港事務所積算業務
委託

1,491,000
大村市池田２－１３１１－３
財団法人長崎県建設技術研究センター
理事長　中村　正

本業務は、予定価格算出の基礎となる設計書を作成するものであり、入札参加
者等への情報漏洩防止が必要であるとともに、設計書作成に使用する県の積
算システム（プログラム及びデータ）の流出防止も必要である。このため建設業
者より資金面や人事面等で直接的な影響を受けず、当該業務の経験も豊富な
財団法人長崎県建設技術研究センターを契約の相手方として特定する。

第167条の2
第1項　第2号

45 長崎振興局
長崎港湾漁港事務所
港湾課

H23.6.24
長崎港地域自立活性化工事（待合スペース
設計委託）

2,541,000
島原市有明町湯江甲２６３
Ｉｎｔｅｒ　Ｍｅｄｉａ　一級建築士事務所　代表者
佐々木　信明

本業務は、長崎港松が枝地区において、平成２４年１月に開設予定の上海航
路に伴い必要となる待合スペースに関する設計業務を委託するものである。航
路開設が平成２４年１月に予定されており、待合スペースの整備に最低でも４ヶ
月程度工期が必要であることから、待合スペースの配置を含めた設計を早急
に検討する必要がある。また、待合スペースの内装・外装のデザインについて
は、アーバンデザイン会議で決定している松が枝国際ターミナルと調和を図る
必要がある。以上により、検討に緊急を有することから、松が枝国際ターミナル
を設計しデザインコンセプト及び施設諸元に熟知したＩｎｔｅｒ　Ｍｅｄｉａ一級建築士
事務所と随意契約する必要がある。

第167条の2
第1項　第2号

※随意契約の限度額（予定価格）①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



限度額を超えた随意契約情報一覧表 部局名：長崎振興局 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先　住所　氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度

46 長崎振興局
長崎港湾漁港事務所
港湾課

H23.7.4 長崎港県単調査（岸壁利用検討） 1,050,000
北九州市門司区港町７－８
株式会社　日本海洋科学九州支店　代表者
伊豫谷一成

本業務は、大型船ボイジャー・オブ・シーズ（１３７，２７６トン）が長崎港へ入港を
計画しているが、同船は長崎港の受入基準を上回っているため、係留施設の
安全性等について検討を行うものである。なお、検討に当たっては、船舶の航
行や係留索の検討など海事コンサルタントとしての実績を九州で唯一有する㈱
日本海洋科学九州支店と随意契約を行うものである。

第167条の2
第1項　第2号

47 長崎振興局
長崎港湾漁港事務所
漁港課

H23.8.5
長崎地区水産流通基盤整備工事（監督補助
業務委託）

8,736,000
長崎県大村市池田２－１３１１－３
（財）長崎県建設技術研究センター　理事長
中村　正

当業務は、工事の施工状況や工事請負者から提出された承認願い等につい
て、設計図書と照合を行い、その結果を監督職員に正確に報告するものであ
り、報告に虚偽や誤脱があった場合は、監督職員により判断や工事成績の評
定に大きな影響を与える業務である。また、各工事請負者が保有する施工ノウ
ハウの情報管理（他の建設業者への情報漏洩防止）も必要である。このため、
建設業者より資金面や人事面等で直接的な影響を受けず、当該業務の経験も
豊富な財団法人長崎県建設技術研究センターを契約の相手方として特定す
る。

第167条の2
第1項　第2号

48 長崎振興局
長崎港湾漁港事務所
港湾課

H23.11.1
長崎港湾漁港事務所港湾工事（監督補助業
務委託）

6,405,000
長崎県大村市池田２－１３１１－３
（財）長崎県建設技術研究センター　理事長
中村　正

当業務は、工事の施工状況や工事請負者から提出された承認願い等につい
て、設計図書と照合を行い、その結果を監督職員に正確に報告するものであ
り、報告に虚偽や誤脱があった場合は、監督職員により判断や工事成績の評
定に大きな影響を与える業務である。また、各工事請負者が保有する施工ノウ
ハウの情報管理（他の建設業者への情報漏洩防止）も必要である。このため、
建設業者より資金面や人事面等で直接的な影響を受けず、当該業務の経験も
豊富な財団法人長崎県建設技術研究センターを契約の相手方として特定す
る。

第167条の2
第1項　第2号

49 長崎振興局
長崎港湾漁港事務所
港湾課

H23.12.21 長崎港県単調査（係留検討） 1,228,500
北九州市門司区港町７－８
株式会社　日本海洋科学九州支店　代表者
伊豫谷一成

本業務は、大型客船が長崎港の出島岸壁に接岸したときの安全性等について
検討を行うものである。なお、検討に当たっては、船舶の航行や係留索の検討
など海事コンサルタントとしての実績を九州で唯一有する㈱日本海洋科学九州
支店と随意契約を行うものである。

第167条の2
第1項　第2号

50 長崎振興局
長崎港湾漁港事務所
港湾課

H24.2.9
長崎港自主地域自立活性化効果促進工事
（航行影響調査）

2,257,500
北九州市門司区港町７－８
株式会社　日本海洋科学九州支店　代表者
伊豫谷一成

本業務は、長崎港の港湾計画の改訂に伴う旅客船ふ頭計画（将来のクルーズ
客船等の寄港数や施設計画）に基づき、長崎港内の水域利用において、他の
利用船舶等との競合等について検討し、その影響を評価するものである。な
お、検討に当たっては、船舶の航行や係留索の検討など海事コンサルタントと
しての実績を九州で唯一有する㈱日本海洋科学九州支店と随意契約を行うも
のである。

第167条の2
第1項　第2号

※随意契約の限度額（予定価格）①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円


